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Ⅱ. 調査結果 
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1. 調査の結果 

 

問２ 次の（１）～（２）の項目について、それぞれ人数を記入してください。 

 

（１） 従業員数について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.6% 

15.4% 

20.0% 

6.2% 

13.8% 

55.4% 

84.6% 

80.0% 

93.8% 

86.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20％未満 

20％以上 

40％未満 

40％以上 

60％未満 

60％以上 

80％未満 

80％以上 

女性（正規雇用） 

男性（正規雇用） 

30.8% 

15.4% 

24.6% 

10.8% 

18.5% 

69.2% 

84.6% 

75.4% 

89.2% 

81.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20％未満 

20％以上 

40％未満 

40％以上 

60％未満 

60％以上 

80％未満 

80％以上 

従業員（女性） 

従業員（男性） 
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（２）役職者の人数について 

部長相当職                                          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課長相当職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係長相当職 

  

20.0% 

1.5% 

1.5% 

0.0% 

0.0% 

80.0% 

98.5% 

98.5% 

100.0% 

100.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20％未満 

20％以上 

40％未満 

40％以上 

60％未満 

60％以上 

80％未満 

80％以上 

女性 

男性 

41.5% 

15.4% 

10.8% 

1.5% 

3.1% 

58.5% 

84.6% 

89.2% 

98.5% 

96.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20％未満 

20％以上 

40％未満 

40％以上 

60％未満 

60％以上 

80％未満 

80％以上 

女性 

男性 

21.5% 

1.5% 

1.5% 

1.5% 

3.1% 

78.5% 

98.5% 

98.5% 

98.5% 

96.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20％未満 

20％以上 

40％未満 

40％以上 

60％未満 

60％以上 

80％未満 

80％以上 

女性 

男性 
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問３ 事業を行っていく上で困っていることはありますか。（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 4 どんなことに困っていますか。（事業を行っていく上で困っていることがあると回答した事業所のみ）（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

14 

17 

1 

7 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

高齢化 

後継者不足 

経営不振 

相談先がわからない 

その他 

57.1% 

42.9% 

0% 20% 40% 60%

はい 

いいえ 
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問 8 貴事業所において、次の各項目の状況はどの程度であると考えますか。（単数回答） 

 

 

 

 

27.7% 

30.8% 

29.2% 

55.4% 

23.1% 

10.8% 

27.7% 

16.9% 

24.6% 

21.5% 

4.6% 

21.5% 

16.9% 

4.6% 

20.0% 

16.9% 

13.8% 

6.2% 

18.5% 

20.0% 

24.6% 

9.2% 

6.2% 

10.8% 

10.8% 

16.9% 

18.5% 

13.8% 

18.5% 

13.8% 

16.9% 

15.4% 

12.3% 

26.2% 

21.5% 

7.7% 

7.7% 

7.7% 

7.7% 

7.7% 

7.7% 

7.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（1）募集・採用において男女格差がない 

（2）賃金において男女格差がない 

（3）配置・昇進・研修・教育訓練において男女格差がない 

（4）定年・退職・解雇において男女格差がない 

（5）性別による仕事の分業がない 

（6）育児・介護休業制度が男女平等に活用されている 

（7）育児等でいったん退職した場合の再就職の機会がある 

十分に実現されている まだ十分に実現されていないが一部実現されている 

まだ実現されていない 実現する必要がない 

わからない 無回答 
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問９ 育児や介護をしながら働いている従業員を支援するために、実施している制度や対応がありますか。（単数回答） 

 

 

 

24.6% 

20.0% 

16.9% 

21.5% 

18.5% 

20.0% 

12.3% 

20.0% 

20.0% 

3.1% 

0.0% 

3.1% 

26.2% 

26.2% 

30.8% 

27.7% 

35.4% 

35.4% 

26.2% 

30.8% 

29.2% 

15.4% 

6.2% 

4.6% 

43.1% 

47.7% 

46.2% 

44.6% 

38.5% 

38.5% 

55.4% 

43.1% 

44.6% 

75.4% 

87.7% 

44.6% 

6.2% 

6.2% 

6.2% 

6.2% 

7.7% 

6.2% 

6.2% 

6.2% 

6.2% 

6.2% 

6.2% 

47.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（1） 育児休業制度 

（2） 配偶者出産休暇制度 

（3） 子どもの看護休暇制度 

（4） 介護休業制度 

（5） 深夜労働・時間外労働・転勤等の免除 

（6） 短時間勤務制度 

（7） フレックスタイム制度 

（8） 有給休暇の半日未満単位での取得 

（9） 再就職・再雇用制度 

（10） 育児・介護費用の補助 

（11） 事業所内託児施設の設置 

（12） その他 

制度がある 制度はないが柔軟に対応している 特に対応していない 無回答 
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問 12 配偶者の転勤や出産、育児、介護等を理由として退職をした女性の再雇用をした実績があり

ますか。実績がある場合、再雇用者の雇用形態はどのようになっていますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 育児休業を終えて職場に復帰した従業員への対応について、どのような対応をしていますか。

（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

1 

5 

28 

6 

0 10 20 30

正規従業員として再雇用した 

契約社員として再雇用した 

パート・アルバイトとして再雇用した 

女性の再雇用の実績はない 

その他 

16.9% 

18.5% 

0.0% 

18.5% 

46.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

原則として現職又は現職相当職に復帰する 

本人の希望を考慮し、会社が決定する 

会社の人事管理等の都合により決定する 

その他 

無回答 
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問 14 男性従業員の育児・介護休業取得等、家庭参加を促すために、どのような取組みをおこなっていますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

7 

2 

1 

1 

1 

3 

0 

3 

0 1 2 3 4 5 6 7

1 育児・介護休業を取得しやすい相談体制を整えている 

2 研修等を通じ、男性従業員の育児・介護休業制度の周知、取得へ理解を深める 

3 「育児休業給付金」「介護休業給付金」や社会保険負担量の免除等、経済的な

不安感を軽減する情報について周知する 

4 職場復帰後の待遇について情報提供する 

5 「ノー残業デー」の導入等を通じ、長時間労働を是正する 

6 男性の育児休業取得に関する好事例を男性従業員に紹介する 

7 その他 

8 特別な取組は行っていない 
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問 15 育児・介護休業制度を定着させるために必要だと思われることはなんですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 従業員のワーク・ライフ・バランスを支援する取組を行っていますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.2% 

33.0% 

13.6% 

14.8% 

6.8% 

3.4% 

3.4% 

6.8% 

0% 10% 20% 30% 40%

1 休業中の賃金保証 

2 休業中の代替要員の確保 

3 制度を利用しやすい雰囲気づくり 

4 復職時の受入体制 

5 利用者・非利用者間の不公平感の是正 

6 制度に関する従業員への周知 

7 利用した従業員が昇進・昇格で不利にならないこと 

8 その他 

8.1% 

12.2% 

2.7% 

6.8% 

23.0% 

25.7% 

8.1% 

1.4% 

12.2% 

0% 10% 20% 30%

1 管理職をはじめ従業員の意識改革 

2 トップが率先して取り組んでいる 

3 ワーク・ライフ・バランス関連部署や担当者の設置 

4 「ノー残業デー」の設定 

5 有給休暇取得の促進 

6 長時間労働の削減や残業時間の短縮 

7 フレックスタイム制や短時間勤務制度を設ける 

8 在宅勤務制度を設ける 

9 その他 



13 

 

問 17 ワーク・ライフ・バランスを支援することで、どのようなメリットがあると思われますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 18 ワーク・ライフ・バランスの支援を進めていく上でどのような課題があると思いますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

8.1% 

12.2% 

2.7% 

6.8% 

23.0% 

25.7% 

8.1% 

1.4% 

12.2% 

0% 10% 20% 30%

1 人員の余裕がない、代替要員がいない 

2 制度導入やインフラ整備等、追加的な費用を負担する経営体力がない 

3 業務の特性上、作業工程などの働き方の見直しが困難 

4 労働時間の削減が困難 

5 社員の意識を変えることが難しい 

6 ワーク・ライフ・バランスについての取組にかんするノウハウや情報が不足している 

7 管理職の理解が不十分である 

8 法律や制度等が十分に知られていない 

9 その他 

8.1% 

13.7% 

15.3% 

1.6% 

7.3% 

5.6% 

20.2% 

24.2% 

4.0% 

0% 10% 20% 30%

1 優秀な人材の確保がしやすくなる 

2 従業員の勤続年数が長くなり、職場内にノウハウが蓄積する 

3 仕事の効率化や業務の改善が進む 

4 商品開発に多様な視点が生かせる 

5 従業員の転出が減り、雇用や研修等のコストを削減できる 

6 企業イメージがよくなる 

7 会社への満足度や愛着心が高くなる 

8 従業員の心身の健康につながる 

9 その他 
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問 19 女性の活躍推進に向けて、どのようなことに取り組んでいますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5% 

16.3% 

8.8% 

13.8% 

6.3% 

2.5% 

1.3% 

3.8% 

1.3% 

0.0% 

2.5% 

36.3% 

0% 10% 20% 30% 40%

1 管理職への積極的登用 

2 パート・アルバイト等を対象とする教育訓練、正規従業委員への登用等を

実施する 

3 男女の役割分担意識に基づく慣行の見直し等、職場の環境・風土を改善

する 

4 女性が不利にならないような（男女平等な）勤務評価・人事評価基準を明

確に定める 

5 体力面での個人差を補う機器や整備を導入するなど、働きやすい職場環

境を整備する 

6 仕事と家庭の両立のために法律を上回る制度を整備し、制度の活用を促

進する 

7 男性従業員に対し、女性の能力発揮の重要性について啓発を行う 

8 女性がいない、または少ない職場について、意欲と能力のある女性を積

極的に登用する 

9 女性がいない少ない職務・役職について、女性が従事するため、教育訓

練を積極的に実施する 

10 メンター（指導者・助言者）制度の導入やロールモデルの情報提供 

11 その他 

12 特に実施していることはない 
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問 20 女性の活躍を推進することで、どのようなメリットがあったと思われますか。（問 19 で「1~11」を選んだ事業所のみ）（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21 女性の活躍推進のための取組を行っていない理由はどのような理由からですか。（問 19 で「12」を選んだ事業所のみ）（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

28.8% 

13.5% 

9.6% 

17.3% 

11.5% 

9.6% 

0.0% 

7.7% 

1.9% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 女性従業員の勤労意欲が向上する 

2 仕事の効率化や業務の改善が進む 

3 従業員の勤務年数が長くなり、職場内にノウハウが蓄積する 

4 男性従業員にとって良い刺激となる 

5 人材確保がしやすくなる 

6 企業イメージがよくなる 

7 新たな商品やサービスの開発につながる 

8 販路拡大につながる 

9 その他 

33.3% 

2.8% 

11.1% 

2.8% 

0.0% 

8.3% 

16.7% 

16.7% 

8.3% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

1 既に女性が活躍しやすい環境にあるため 

2 コストや労力がかかるため 

3 女性に管理職や高度な業務を求めていないから 

4 女性従業員の意識が伴わないため 

5 男性従業員からの理解が得られないため 

6 女性の活躍推進のための取組に関して、ノウハウがなく手法がわからないため 

7 業務に直接反映しないため 

8 女性従業員がいないため 

9 その他 
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問 22 貴事業所で女性の活躍を推進する上で、どのような課題があると思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

問 23 セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントの防止に向けて、どのような取組みを行っていますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.9% 

11.9% 

11.9% 

16.9% 

28.8% 

18.6% 

0% 10% 20% 30%

1 相談窓口・担当者の配置 

2 啓発資料等の配布、周知 

3 研修などの社員教育の実施 

4 就業規則や内規等に職場のハラス

メント防止について記載 

5 職場での実態把握 

6 その他 

26.0% 

12.3% 

24.7% 

8.2% 

6.8% 

6.8% 

2.7% 

1.4% 

0.0% 

1.4% 

5.5% 

0.0% 

4.1% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1 女性が担当できる仕事が限られている 

2 女性従業員の意識が伴わない 

3 出産や育児で長期休業したときの代替要員が確保できない 

4 長時間労働が多く、勝手糸の両立が難しい 

5 女性従業員の人材育成ができていない 

6 結婚・出産等で退職する女性が多く人材が不足している 

7 交代勤務や夜間の勤務が多い 

8 中間管理職や現場管理職の意識が伴わない 

9 経営者（トップ）の意識が伴わない 

10 惰性従業員からの理解が得られない 

11 業務に直接反映されない 

12 業績が悪くなる 

13 その他 
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問 25 「男女共同参画社会」を実現するために、東浦町に期待することはなんですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 26 「男女共同参画社会」を実現するために、貴事業所として取り組むべきであると思われることはどのようなことですか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6% 

3.6% 

2.7% 

4.5% 

30.9% 

24.5% 

6.4% 

3.6% 

3.6% 

3.6% 

9.1% 

3.6% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

1 ワーク・ライフ・バランスの啓発の充実 

2 学校などにおける男女平等教育やキャリア教育の推進 

3 女性の活躍の先進事例等を企業に情報提供する 

4 女性の活躍に取り組む企業の公共調達の優遇策を導入する 

5 保育サービスや学童保育などの子育て支援の充実 

6 介護サービスの充実 

7 健診体制や相談などの健康に関する事業の充実 

8 女性の活躍に取り組む企業の表彰及びＰＲ 

9 企業における男女共同参画をテーマにセミナーの開催 

10 女性のキャリアアップ講座等の開催 

11 再就職支援等、女性の就労支援の充実 

12 その他 

12.1% 

20.9% 

15.4% 

16.5% 

4.4% 

7.7% 

7.7% 

5.5% 

4.4% 

5.5% 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

1 仕事と家庭を両立するための制度（育児休業制度・介護休業制度等）の整備・充実 

2 仕事と家庭を両立するための制度（育児休業制度・介護休業制度等）を利用しやすい職場環境

の整備 

3 在宅勤務やフレックスタイム制等、柔軟な働き方を取り入れる 

4 子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の受入 

5 管理職に女性を積極的に登用する 

6 賃金や昇進などにおける男女格差をなくす 

7 研修や能力開発の機会を充実する 

8 男女共同参画に関する意識向上のための研修を実施する 

9 県や町等、貴事業所とは異なる外部機関が開催している男女共同参画講演会等に従業員を派

遣する 

10 その他 

17 
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事業所からの自由意見 

 

製造業 製造業であるため男女平等は作業の内容により非常に難しいですが、現場では男子の昇進を実施しています。 

また、事務の仕事に関しては女性社員に実務をしてもらっており、作業性に格差のある女性には役職はありませんが、賃金で判断していま

す。 

サービス業 まずは、町職員が率先して示すことから始まるのでは。 

建設業 小規模企業にとって男女平等、ワークバランス考えていたら倒産してしまいます。 

弱小企業にはそのような制度は経営状況を悪化させていると思います。 

卸売業・小売業 現段階で差別求人はしていないが、女性が積極的にキャリアアップを目指す人材は零細企業にはできません。 

少人数の中で、現代風に組織体制作りを行うとすると、法令、要望が多すぎていろいろな形で役目が重複して、本業の仕事を行う時間が

無くなり、更に残業が増える。 

介護休業に関しては、実際的に個人が介護生活をすると家庭崩壊する確率が高いので、社会的に介護施設を充実させるべき問題だと思

う。 

サービス業 仕事上男女共同参画難しい。 

建設業 小企業は、男女共同参画に関係なく働いてくれるなら、男女の区別はしない方が多い。 

 


